
「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン2021」について
2021/11/15 環境部環境政策課

背景・経緯

福島県の再エネ導入量の目標及び実績 と 新たに設定した指標

報告事項

◆ 2011年３月：東日本大震災 (東京電力福島第一原子力発電所事故) の発生を経て策定

◆ 2012年３月：「2040年頃を目途に、県内エネルギー需要の100％以上に相当する

エネルギーを再生可能エネルギーから生み出す」ための目標及び具体

的な取組等を示す

◆ 2021年11月：「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン2021（案）」公表

※ 2021年12月下旬に正式決定の予定

【概要】「2040年 再エネ100%」の達成に向け、
これまでの「再エネ導入推進」と「関連産業集積」の２つの柱に、
「持続可能なエネルギー社会の推進」と「水素社会の実現」を新たに加える

本市における関連計画（内容／目標 等）と今後について

◆「新たな指標」

①「市内電力消費量」に対する「再エネ導入量」：2030年度 50％
（実績：2017年度 27％）

上記、計画との整合性を図り、さらに「脱炭素社会」実現に向けた取組等を加速化

させるため、2022年度に「郡山市気候変動対策総合戦略」の改定を実施予定

＜参考＞再生可能エネルギーとは（エネルギー供給構造高度化法第２条第３項）

非化石エネルギー源のうち、エネルギー源として永続的に利用できる

と認められるもの

〇具体的な種類：太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バイオマス

● 本市における関連計画：「郡山市気候変動対策総合戦略」（2021年３月策定）

【取り組みの柱２】

「再エネの活用」と「水素社会の

実現」に取り組むまち

⇒ 市内における再エネ導入拡大や

再エネ利用を促進する。また、

水素社会実現のための施策を推

進する

福島県 郡山市 (国※)

100%以上 50% (36～38%)

※ 2021年10月22日閣議決定

「第６次エネルギー基本計画」より

＜参考＞ 福島県・郡山市・国における

2030年度の再エネ導入目標

ふくしまハイドロサプライ(株)
移動式水素ステーション

郡山市役所
スマート水素ステーション

佐藤燃料(株)／JHyM
定置式水素ステーション（2022年２月開所予定）

◆ 国：「第６次エネルギー基本計画」及び「地球温暖化対策計画」との整合性

（ともに、2021年10月22日閣議決定）

◆ 福島県：「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン2021」及び

「福島県地球温暖化対策推進計画」（今年度中に改定予定）との整合性

②水素ステーション設置数：2030年度までに５件（実績：2020年度２件）

本市における関連計画（内容／目標 等）と今後について

2020年 2030年 2040年

現ビジョン目標 40％ 60％ 100％

現ビジョン実績 43.4％ ー ー

見直しビジョン目標 ー 70％ 100％

「県内のエネルギー需要」に対する「再エネ導入量」の目標と実績

②定置式水素ステーションの整備基数：2030年度 20基

①「県内電力消費量」に対する「再エネ導入量」：2025年度までに100％

中間目標（2030年）
の引き上げ

「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン2021」について

県内電力消費量

県内再エネ発電量
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水素社会の実現

・ 再エネ導入を支える柱としての水素利用の意義

・ 水素ステーションと水素モビリティの普及（トラック等の物流利用も視野）

・ 水素利活用モデルの構築（工場での熱や原料利用、FH2R等との連携）

・ カーボンニュートラルポート

・ 水素の利活用に向けた研究開発と事業化の推進

① 太陽光

・ 住宅用太陽光発電の多様な促進（蓄電池やPPAの活用等）

・ 企業等による再エネ調達（RE100への対応）に向けた大量導入

・ 地産地消・自家消費の推進

② 風 力

・ 阿武隈地域における360MWの風力発電の導入

・ 地域が主体となった更なる風力発電の導入（新規ポテンシャルの開拓）

・ 技術革新の動向を踏まえつつ漁業との共生等を前提とした洋上風力の検討

③ 水力発電

・ 水道施設や農業用水路などを活用した身近な小水力発電の導入

・ 大規模水力発電の機器更新等による出力増強

④ 地熱発電

・ 地元や関係者等との理解醸成を前提とした地熱発電（従来型）の推進

・ 既存源泉の活用等による地域参加型の地熱バイナリーの導入

⑤ バイオマス発電

・ 様々なバイオマス資源の有効活用したバイオマス発電の導入

⑥ 熱利用

・ 公共施設での率先導入、工場等でのヒートポンプ活用

【2021.11.9 福島県再生可能エネルギー導入推進連絡会議 資料２】

第１ 復興理念 原子力に依存しない安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり

「復興（地域振興）」

「環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会への転換」

・ 地域への利益還元の仕組み構築／エネルギーの地産地消
・ 関連産業企業の誘致、新規産業の育成、雇用創出

・ 省資源・省エネルギーの取組による低炭素型社会への転換
・ 再エネの最大限利用、社会経済発展と自然環境保全の好循環２つの

視点

第３ 再エネ導入目標

１ 2040年再エネ100％の維持
2040年度頃を目途に県内エネルギー需要の100％
に相当するエネルギーを再生可能エネルギーから
生み出す。

２ 中間目標の引き上げ
2030年度 約60％ ⇒ 約70％へ引き上げ

3  新たな指標の設定
（1）県内電力消費量に対する再エネ導入量

新目標：2025年度までに100％達成目指す
現況値：83.6％（2020年度実績)

（2）定置式水素ステーション整備基数
2030年度 20基（14箇所程度）

第２ 基本方針（４つの柱）

第４ 再エネ導入拡大

第５ 産業集積

第６ 持続可能なエネルギー社会

第７ 水素社会

・ 電力市場の全面自由化（電力購入の選択肢多様化）

・ FIT法の見直し（全量売電から自家消費の推進へ）

・ 民間企業による再エネの率先調達（RE100）

・ SDGs（持続可能な開発目標）、ESG投資の浸透

・ 福島新エネ社会構想の策定（水素社会実現のモデル構築）

・ 政府、福島県、全国自治体「2050年カーボンニュートラル宣言」

・ 第６次エネルギー基本計画（再エネの主力電源化を徹底）

・ 新型コロナウイルスによる社会変化

・ 自然災害による大規模停電の頻発（レジリエンス向上）

・ 景観や環境等に対する懸念 など

主
な
情
勢
の
変
化
・
課
題
等

持続可能なエネルギー社会の構築

・ 地域でのエネルギーの活用（地産地消・スマートコミュニティの推進）

・ 環境・景観等への配慮

・ 省エネルギーの徹底（省エネ対策、公共施設のZEB化）

・ 産地価値・環境価値の見える化

・ 系統の有効活用

・ 再エネ導入に伴う地域貢献

万葉の里風力発電所（提供：㈱南相馬サステナジー）

【 推進期間：令和3（2021）年度 ～ 令和12（2030）年度 】

福島県再生可能エネルギー推進ビジョン2021～持続可能な社会を目指して～ 概要版 （案）

花の郷小水力発電所（提供：三峰川電力㈱）

左：土湯温泉バイナリー発電所
右：冷却水を活用し養殖したエビの釣り堀＆カフェ（提供： ２点とも㈱元気アップつちゆ）

福島県須賀川土木事務所（Nearly ZEB取得）

福島水素エネルギー研究フィールド（FH2R）（出典：NEDO）

風車部品（提供：東北ネヂ製造㈱）

新たな指標（1）県内電力消費量に対する再エネ導入量

新たな指標（2）定置式水素ステーション整備基数

再エネ導入量（県内エネルギー需要との比較）

再エネ導入量の内訳（2030年度見込と2011・2020年度実績の比較）

REIFふくしま

※2020年度実績43.4％

葛尾村スマートコミュニティ
（提供：葛尾創生電力㈱）

水素
社会

2021年10月に策定した新たな総合計画でも、2011年に策定した「復興ビジョン」の基本理念を継承するとともに、政策分野別の主要施策として、「再生可能エネルギー
先駆けの地の実現」を引き続き位置付けています。

継承

再エネ
導入拡大

水素
社会

持続可能な
エネルギー
社会

産業
集積

復興理念

産業
集積

持続可能な
エネルギー
社会

New

New

2030                        2040

再エネ
導入拡大

再生可能エネルギー関連産業の育成・集積

・ エネルギー・エージェンシーふくしまによる県内企業への伴走支援

・ 再エネ関連技術の開発・事業化や販路拡大・海外展開を推進

・ 高校生・大学生・企業等を対象とした風力分野等O&M人材育成・確保

・ 太陽光発電・蓄電池リサイクル等の推進と将来を見据えたサプライチェーン構築

・ 産業部門における地域の実情に応じたカーボンニュートラルの推進
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